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により一般的な端末として認知されてきたこと
で，どこの場所でも，端末さえあればインター
ネットを通じて情報を入力したり参照したりす
ることが可能になった点が救急医療情報システ
ムに大きな改善方向へ向かわせている．まさに，
どこで発生するかわからない救急の現場でタブ
レット端末を利用して，情報を参照することが
可能になった，或いは場合によっては情報を入
力することもできるようになったことである．
情報の内容の発信を救急現場を発生源とするこ
とで，これまでの情報の流れを医療機関から搬
送機関への一方通行的な流れから，相互に補完
しあう情報の流れに変えることで，本当に使わ
れる価値のあるシステムとなってきていること
照会していく．
　また，この各都道府県単位の救急医療情報シ
ステムを活用して，災害時における広域的な相
互支援のための役割も果たしている．災害が発
生した場合に，全国の災害拠点病院を中心とし
た医療機関が，ライフライン情報や建物の損壊
情報，患者受入可否等の情報を簡易的に入力し，
この情報を全国的に一括で管理する広域災害医
療情報システム（EM IS）に集約している．こ
の集約した情報を，被災した都道府県及びそれ
を支援する都道府県に対して情報提供すること
や，災害派遣医療チームである D M A T に情報
提供を行い活用している．また，このシステム
で災害拠点にて所持する資源を管理することや
D M A T の活動状況を管理することで，D M A T
が災害現場で適切で効率的な医療に役立てられ
るような仕組みを提供している．この仕組みは，
阪神・淡路大震災時の教訓生かして作られ，今
回の東日本大震災時にも活用されている．
　今後もこのような救急の現場，災害の現場で
活用できるシステムを更に改善していくこと
で，皆様に安心，安全を提供していくことを望
んでいます．

　搬送機関（救急隊）が適切な医療機関に迅速
に搬送するための情報提供するシステムとし
て，救急医療情報システムがある．1980 年代
に急激な車社会になっていくにつれ，交通事故
が多発し，医療機関への運び先がわからないと
いう社会問題が発生してきた．この問題に対す
る解決の手段として，各都道府県単位に救急医
療情報システムが順次，整備されてきた．仕組
みとしては，医療機関が応需情報と言われる救
急患者受入可否情報（○×情報）を入力し，そ
の情報を搬送機関が参考にしながら迅速で適切
な医療機関への搬送に活用することが求められ
てきた．ただ，この仕組みが必ずしも適切に運
用されているとは限らず，また，ほとんどこの
システムを利用していないという搬送機関も全
国的にはかなりあるのが事実である．この救急
医療情報システムを利用しない原因として，ま
ず医療機関が通常の業務の中，適切な頻度で正
確な情報を入力することが非常に困難であるこ
と．医療機関にとっては通常の業務が非常に忙
しく，その中でシステムに入力する手間をかけ
ることは非常に困難である．また医療機関から
入力される情報にリアルタイム性や情報の精度
に疑問があるとなると，搬送機関としては非常
に使いづらい情報となっている．また，救急の
現場で，即座に情報を確認する手段がなく，十
分なシステムの活用がなされていない現状が
あった．このような仕組み及び情報の流れで
は，現場の感覚からは非常に使いづらく，シス
テムを活用しない搬送機関があるのは当然とい
える．このような課題に対して，長年，機能を
付加するなりして，機能改善を図ってはきた
が，大きな改善を図られることが無く，使われ
ないシステムとして存在していることが多かっ
たと思われる．この流れがようやく最近になっ
て大きな改善を図られるようになってきた．ス
マートフォンやタブレット端末等の急激な普及
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